
1 

令和３年（ネ）第１９４号 損害賠償請求控訴事件 

控 訴 人 控訴人１ 外５名

被控訴人 国 

証拠説明書（甲Ａ号証） 

－控訴理由書に対応する証拠について－ 

２０２１年（令和３年）５月２０日 

札幌高等裁判所第３民事部３係 御中 

控訴人ら訴訟代理人 弁護士 加 藤 丈 晴 

同 弁護士 綱 森 史 泰 

同 弁護士 須 田 布 美 子 

同 弁護士 皆 川 洋 美 

同 弁護士 上 田 文 雄 

同 弁護士 林 拓 哉 

同 弁護士 髙 橋 友 佑 

同 弁護士 本 橋 優 子 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ 
４０３ 

札幌地裁判決を踏ま
えた意見書 

原本 
2021年
4 月 19
日 

木村草太 

第１審で意見書（甲Ａ２９
６）を提出した木村草太東京
都立大学教授の第１審判決を
踏まえた意見。 
第１審判決は，憲法１４条

１項の趣旨を十分に踏まえた
ものと評価でき，控訴審でも
維持されるべきであること
（２頁）。 
第１審判決は，憲法１４条

１項の解釈適用に際して２４
条を間接適用したものと解さ
れるが，迂遠な間接適用より
も２４条の適用ないし類推適
用が理論的に素直であること
（４頁）。 
同性婚に対する否定的な意

見や価値観を持つ国民が少な
からずいることを立法府が斟
酌し得ると判示した第１審判
決の真意は，立法府が同性婚
に対する差別意識に迎合する
ことは許されないが，そのよ
うな意識の存在を考慮して同
性婚を社会的差別から守るた
めの特別の制度を構築するこ
との必要性と可能性を示すこ
とにあったと解するのが相当
であること（６～８頁）。 
同性婚（あるいは同性間の

登録パートナーシップ制度）
を敢えて異性婚と別の法制度
として設けることは，アメリ
カでも否定された「分離すれ
ど平等」として当然に否定さ
れるべきこと（６頁）。 

甲Ａ 
４０４ 

時事ドットコムウェ
ブサイト「同性婚制度
化への橋頭堡になる
か 違憲判決の行方」
と題するページを印
刷した文書（抜粋） 

写し 

2021年
3 月 25
日（掲
載日） 

谷口洋幸 

第１審で意見書（甲Ａ３１
０）を提出した谷口洋幸青山
学院大学教授（記事掲載当時
は金沢大学准教授）の第１審
判決についての見解。 
第１審判決は，本件規定を

違憲とする画期的なものであ
るが，極めて論理的で順当な
ものであり，時宜にかなった
手堅いものであると評価でき
ることなど。 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ 
４０５ 

論文「結婚から生じる
法的効果の享受＝同
性婚？（結婚の自由を
すべての人に北海道
訴 訟 事 件 第 一 審 判
決）」新・判例解説
Watch民法（家族法）
№１１８ 

写し 
2021年
4月2日 

渡邉泰彦 

渡邉泰彦京都産業大学教授
による第１審判決の評釈。 
第１審判決は，同性愛者の

おかれた状況にも眼差しを向
け，大きな一歩を踏み出した
ものであると評されているこ
と。 
世界的に同性婚が広がる現

在，我が国において，同性婚を
認めないというメッセージを
有する過渡的な制度である登
録パートナーシップ制度を敢
えて導入する理由は乏しいと
解されること。 

甲Ａ 
４０６ 

論文「同性間に婚姻を
認めない民法及び戸
籍法の諸規定の合憲
性」新・判例解説Watch
憲法№１８７ 

写し 
2021年
5 月 14
日 

中岡淳 

中岡淳京都大学特定助教に
よる第１審判決の評釈。 
第１審判決は，本件規定を

初めて違憲と判断したものと
して画期的であり，「性的指
向」という区別事由を憲法１
４条１項後段列挙事由と同類
のものとして位置付けた点が
特筆されると評されているこ
と。 
ドイツ連邦憲法裁判所の判

例では，「性的指向」に基づく
区別取扱いに対する厳格な平
等審査により異性間の婚姻と
同性パートナーシップの法律
関係の間の実質的差異が失わ
れた経過があり，日本の司法
がドイツと同じ轍を踏まない
ためには，「婚姻の自由」に同
性婚を含めない解釈の適否を
論ずる必要があるとされてい
ること。 

甲Ａ 
４０７ 

「札幌地裁同性婚違
憲判決を受け民法等
の速やかな法改正を
求める会長声明」 

写し 
2021年
3 月 23
日 

宮崎県弁護
士会会長 
成見暁子 

各種専門職団体が第１審判
決の違憲判断を支持し，同性
婚を実現するための速やかな
法改正を求める旨の意見を表
明していること。 

甲Ａ 
４０８ 

「同性婚を認めてい
ない民法及び戸籍法
を違憲と判断した札
幌地裁判決を受けて
の会長談話」 

写し 
2021年
3 月 30
日 

沖縄弁護士
会会長 
村上尚子 

同上 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ 
４０９ 

「『結婚の自由をすべ
ての人に』北海道訴訟 
第一審違憲判決を受
けて国会に早期の立
法を求める会長声明」 

写し 
2021年
4月1日 

札幌弁護士
会会長 
坂口唯彦 

同上 

甲Ａ 
４１０ 

「札幌地裁判決を受
けて，改めてすべての
人にとって平等な婚
姻制度の実現を求め
る会長声明」 

写し 
2021年
4 月 28
日 

福岡県弁護
士会会長 
伊藤巧示 

同上 

甲Ａ 
４１１ 

「民法等の関連法令
を改正して同性婚を
認める立法を求める
会長声明」 

写し 
2021年
4 月 30
日 

茨城県弁護
士会会長 
木名瀬修一 

同上 

甲Ａ 
４１２ 

「【会長声明】同性婚
訴訟札幌地裁判決を
うけて」 

写し 
2021年
3 月 17
日 

東京青年司
法書士協議
会会長 
中村貴寿 

同上 

甲Ａ 
４１３ 

「『結婚の自由をすべ
ての人に』の札幌地裁
判決への見解」 

写し 
2021年
3 月 25
日 

公益社団法
人日本社会
福祉士会会
長 
西島善久， 
公益社団法
人日本精神
保健福祉士
協会会長 
田村綾子 

同上 

甲Ａ 
４１４ 

朝日新聞デジタルウ
ェブサイト「同性婚，
法律で『認めるべき』
６５％ 朝日新聞世
論調査」と題するペー
ジを印刷した文書 

写し 

2021年
3 月 22
日（掲
載日） 

朝日新聞社 

第１審判決後に実施された
世論調査において，同性間の
婚姻を法律で認めるべきとす
る意見が認めるべきではない
とする意見を大きく上回る結
果となっていること。 

甲Ａ 
４１５ 

北海道新聞どうしん
電子版ウェブサイト
「同性婚容認７０％
夫 婦 別 姓 は 賛 成 ６
８％ 全道世論調査
世代間で認識に差」と
題するページを印刷
した文書 

写し 

2021年
5月1日
（掲載
日） 

北海道新聞
社 

同上 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ 
４１６ 

朝日新聞デジタルウ
ェブサイト「同性婚求
め緊急集会 最多の
与野党３９人，自民
も」と題するページを
印刷した文書 

写し 

2021年
3 月 26
日（掲
載日） 

朝日新聞社 

第１審判決を受けて，令和
３年３月２５日，同性婚を実
現するための法整備を求める
院内集会「第３回緊急マリフ
ォー国会」が国会内で開催さ
れ，過去最多となる与野党の
国会議員３９名が集会に参加
し，７４通の国会議員からの
メッセージが寄せられたこ
と。 

甲Ａ 
４１７ 

ハフポスト「家族のあ
り方は国が決めるも
のじゃない。 同性婚
裁判の院内集会で，原
告と国会議員が語っ
たこと」と題するペー
ジを印刷した文書 

写し 

2021年
3 月 26
日（掲
載日） 

ハフポスト
（ザ・ハフ
ィントン・
ポスト・ジ
ャパン株式
会社） 

同上 

甲Ａ 
４１８ 

朝日新聞デジタルウ
ェブサイト「同性婚Ｗ
Ｔ，公明が初の会合」
と題するページを印
刷した文書 

写し 

2021年
3 月 25
日（掲
載日） 

朝日新聞社 

第１審判決後，公明党が「同
性婚検討ワーキングチーム」
を設置して同性婚についての
検討を開始したこと。 

甲Ａ 
４１９ 

論文「同性婚導入の可
能性と必然性」立命館
法学３９３・３９４号 

写し 2020年 二宮周平 

二宮周平立命館大学教授が
第１審で意見書（甲Ａ３０８）
を再構成した論文の内容。 
婚姻の立法目的と現行婚姻

を原則に基づき検討すると，
異性間に婚姻を限定する正当
な理由は存在せず，むしろ婚
姻の自由・平等の観点からは
同性婚の導入が可能であり，
それが当事者の人格的結合関
係を安定させるとともに性の
あり方の多様性に関する偏
見・差別を取り除く上でも重
要な意義を有することからす
れば，同性婚の導入が必然的
に導かれると解されること。 

甲Ａ 
４２０ 

書籍『基本に学ぶ憲
法』（抜粋） 

写し 
2019年
4 月 25
日 

植野妙美子 

憲法２４条は１３条及び１
４条１項の家族生活への投影
であると把握されるものであ
り，１３条及び１４条１項の
趣旨は２４条においても活か
されるべきものと解されるこ
と。 
憲法２４条１項の「両性」を

男性と女性ではなく単に「二
つの性」と解すれば，異性婚の
みならず同性婚も含まれると
の解釈が可能であること。 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ
４２１

書籍『憲法〔第３版〕』
（抜粋） 

写し 
2007年
4 月 15
日 

樋口陽一 

憲法２４条の規定につい
て，「『両性』の本質的平等との
べているかぎりで，同性の結
合による『家族』を憲法上想定
するほどには徹底していな
い」としていた憲法の概説書
のかつての記述は，現在では
改められていること。 

甲Ａ
４２２

書籍『憲法 第４版』
（抜粋） 

写し 
2021年
3 月 10
日 

樋口陽一 同上 

甲Ａ
４２３

日本経済新聞ウェブ
サイト「私の考える憲
法 有識者に聞く」と
題するページを印刷
した文書（抜粋）

写し 

2021年
5月3日
（掲載
日） 

日本経済新
聞社 

辻村みよ子教授が，憲法２
４条の規定について，「憲法制
定時に同性婚が念頭になかっ
たのは事実だとしても，規定
は『合意のみに基づく』という
点に主眼がある。婚姻は当人
の合意があればよく，親など
の承諾はいらないという意味
だ。『両性』は男女の夫妻に限
らないというのが今では多数
説となっている」との見解を
表明していること。 

甲Ａ
４２４

J-CAST BOOKウォッ
チウェブサイト「なぜ
日本は後れているの
か－権利・自由の保護
（第１９回）」と題す
るページを印刷した
文書

写し 

2019年
3 月 20
日（掲
載日） 

戸松秀典 

憲法２４条の規定が置かれ
た趣旨からすれば，同条に婚
姻の自由が保障されているが
同性婚は含まれていないとい
う説明は，同性婚排除の内心
の意図を正当化しているもの
にすぎず，適切な解釈である
とはいえないこと。 

甲Ａ
４２５

論文「婚姻法グループ
の改正提案－婚姻の
成立－」家族＜社会と
法＞３３号 

写し 
2017年
10月16
日 

南方暁 

日本家族〈社会と法〉学会婚
姻法グループによる改正提案
の内容等。 
かつては婚姻は男女の関係

と解されたが，現代では，親密
な関係に基づき共同生活に入
る当事者の性的指向をかけが
えのない個人の人権にかかわ
るものとして尊重し，性別に
とらわれることなく平等な法
的保護が提供されるべき時代
が到来しているとして，上記
グループにより，同性婚が認
めるべきであるとする改正提
案がなされたことなど。 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ 
４２６ 

論文「台湾大法官釈字
第７４８号解釈に関
する解説」北大法学論
集７１巻６号 

写し 
2021年
3 月 31
日 

湯德宗 

台湾の大法官解釈（甲Ａ１
０１）に関与した元司法院大
法官湯德宗による同解釈の説
明。 
同解釈が，「結婚自由権」に

反するか否かと「平等権」に反
するか否かついて異なる結論
が導き出されるリスクを考慮
して，「婚姻の自由に対する平
等な保護」という表現で両者
の統一を図ったものであるこ
と（３２１～３２２頁）。 
同解釈が，関係機関に２年

以内の法改正を命ずるととも
に，期限を過ぎても法改正が
なされなかった場合には同性
の両名が民法の婚姻の規定に
従った結婚登録をなし得るも
のと判示する「二重保険」の枠
組みを採用したものであり，
このような司法判断も立法権
に対する侵害を構成するもの
ではないと解されているこ
と。 

甲Ａ 
４２７ 

国立国会図書館ウェ
ブサイト「『レファレ
ンス』」と題するペー
ジを印刷した文書（抜
粋） 

写し 

2021年
5 月 11
日（閲
覧・印
刷日） 

国立国会図
書館 

国立国会図書館調査及び立
法考査局が，各分野の国政課
題の分析，内外の制度の紹介，
国政課題の歴史的考察等，国
政の中長期的課題に関する本
格的な論説を掲載した月刊の
調査論文集として「レファレ
ンス」誌を刊行していること。 

甲Ａ 
４２８ 

国立国会図書館ウェ
ブサイト「『外国の立
法』」と題するページ
を印刷した文書（抜
粋） 

写し 

2021年
5 月 11
日（閲
覧・印
刷日） 

国立国会図
書館 

国立国会図書館調査及び立
法考査局が，法案の立案や審
議に際し，主要国の立法例を
参照したいとの要望に応え
て，「外国の法令の翻訳紹介，
制定経緯の解説，外国の立法
情報を収録した「外国の立法」
誌を刊行していること。 

甲Ａ 
４２９ 

記事「【アメリカ】カリ
フォルニア州最高裁
同性婚容認」外国の立
法２００８年７月号 

写し 
2008年
7月 

井樋三枝子 

国立国会図書館調査及び立
法考査局が刊行する「外国の
立法」誌において，同性婚に関
する諸外国の動向が適時に紹
介されていたこと。 

甲Ａ 
４３０ 

記事「【スウェーデン】 
同性婚及び挙式に関
する改正法」外国の立
法２００９年５月号 

写し 
2009年
5月 

井樋三枝子 同上 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ 
４３１ 

記事「【アメリカ】 カ
リフォルニア州最高
裁の同性婚非合法化
判決」外国の立法２０
０９年７月号 

写し 
2009年
7月 

井樋三枝子 同上 

甲Ａ 
４３２ 

第１４７回国会参議
院法務委員会会議録
第１７号（抜粋） 

写し 
2000年
5 月 25
日 

参議院 

平成１２年（２０００年）か
ら平成２２年（２０１０年）ま
で間，同性愛を精神疾患とす
る知見の変化や諸外国におけ
る同性婚を導入する立法等の
動向を踏まえ，また，性的マイ
ノリティに属する国民からの
声にも応えて，同性婚を含む
性的指向に基づく差別の解消
が，法律問題あるいは憲法問
題として，国会において絶え
ず議論の対象とされてきたこ
と。 

甲Ａ 
４３３ 

第１５０回国会参議
院共生社会に関する
調査会会議録第２号
（抜粋） 

写し 
2000年
11 月 8
日 

参議院 同上 

甲Ａ 
４３４ 

第１５０回国会法務
委員会議録第９号（抜
粋） 

写し 
2000年
11月15
日 

衆議院 同上 

甲Ａ 
４３５ 

第１５５回国会参議
院憲法調査会会議録
第５号（抜粋） 

写し 
2002年
12 月 4
日 

参議院 同上 

甲Ａ 
４３６ 

第１５６回国会参議
院憲法調査会会議録
第５号（抜粋） 

写し 
2003年
4 月 16
日 

参議院 同上 

甲Ａ 
４３７ 

第１６２回国会参議
院少子高齢社会に関
する調査会会議録第
２号（抜粋） 

写し 
2005年
2 月 16
日 

参議院 同上 

甲Ａ 
４３８ 

第１６２回国会衆議
院国土交通委員会議
録第１３号（抜粋） 

写し 
2005年
4 月 22
日 

衆議院 同上 

甲Ａ 
４３９ 

第１６６回国会参議
院厚生労働委員会会
議録第１号（抜粋） 

写し 
2007年
2 月 15
日 

参議院 同上 

甲Ａ 
４４０ 

第１６９回国会参議
院法務委員会会議録
第９号（抜粋） 

写し 
2008年
5月8日 

参議院 同上 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 
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号証 標目 

原本

写し

の別 

作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

甲Ａ
４４１

第１７１回国会衆議
院法務委員会議録第
４号（抜粋） 

写し 
2009年
4月3日 

衆議院 同上 

甲Ａ
４４２

第１７４回国会衆議
院青少年問題に関す
る特別委員会議録第
５号（抜粋） 

写し 
2010年
5 月 20
日 

衆議院 同上 

甲Ａ
４４３

書籍『国会学入門 第
２版』（抜粋） 

写し 
2003年
3 月 15
日 

大山礼子 

国会に設置されている立法
補佐機関の種類及び役割等。 
国会議員が，本件規定の合

理性等についての調査・検討
に関し，立法補佐機関に助力
を求めることも可能であった
こと。 

甲Ａ
４４４

第２０２回国会参議
院予算委員会第１５
回会議録情報（抜
粋） 

写し 
2021年
3 月 24
日 

参議院 

政府が，本件規定を違憲と
判断した第１審判決後も「婚
姻に関する民法の規定が憲法
に反しないものとの考えは堅
持しているところでございま
す」との立場を表明している
こと。 

甲Ａ
４４５

書籍『最高裁判所判例
解説民事篇平成２０
年度』（抜粋） 

写し 
2011年
12月14
日 

森英明 

国籍法違憲判決において，
不合理な差別的取扱いを受け
ている者の救済を図り，違憲
の状態を是正する必要がある
との見地から，違憲立法審査
権の行使により授権的，権利
創設的規定の適用範囲を拡大
させて権利利益の救済を図る
という解釈手法が用いられて
いること。 

甲Ａ
４４６

書籍『日本国憲法論
［第２版］』（抜粋） 

写し 
2020年
9 月 20
日 

佐藤幸治 

司法権の役割として，法律
関係又は権利義務の存否の確
定作用を前提とした上で，更
に，事件・争訟を，的確な救済
方法を伴わせることによって
適正に解決するという「救済
法」的発想に立つことが不可
避であること。 

甲Ａ
４４７

裁判所ウェブサイト
「大谷最高裁判所長
官による憲法記念日
記者会見の概要（令和
３年５月掲載）」と題
するページを印刷し
た文書 

写し 

2021年
5 月 11
日（閲
覧・印
刷日） 

最高裁判所 

本件のように，国民の価値
観・家族観等の多様化に伴っ
て主題化されることとなっ
た，家族をめぐる複雑困難な
事件において，裁判所には，広
い視野をもって対立する主張
に耳を傾け，適切な判断及び
理由を示すことが求められる
ものであること。 

【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook等)へのアップロード・転載はお止めください】 
【リンクはご自由にお貼りください】 
「結婚の自由をすべての人に」北海道訴訟(札幌高裁)第1回期日(20211223)提出の書面です。 

 


